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新
型
コ
ロ
ナ
の
感
染
拡
大
で
二
〇
二
〇
年
の
世
界
経
済
は
深
い
マ

イ
ナ
ス
成
長
に
沈
む
見
通
し
だ
。
国
際
通
貨
基
金
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）
は
四

月
の
「
世
界
経
済
見
通
し
」
で
、
今
年
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
を
前
年
比
マ

イ
ナ
ス
三
・
〇
％
と
、
リ
ー
マ
ン 

・
シ
ョ
ッ
ク
後
の
〇
九
年
の
同
マ

イ
ナ
ス
〇
・
〇
七
％
を
大
き
く
超
え
て
落
ち
込
む
と
予
測
し
た
。

　

リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
で
は
金
融
シ
ス
テ
ム
の
混
乱
が
世
界
経
済

に
急
ブ
レ
ー
キ
を
掛
け
た
が
、
影
響
の
大
き
さ
や
長
さ
に
は
ば
ら
つ

き
が
あ
っ
た
。
危
機
の
原
因
と
な
っ
た
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
住
宅
ロ
ー
ン

関
連
証
券
化
商
品
へ
の
関
与
の
違
い
か
ら
、
新
興
国
や
途
上
国
に
比

べ
て
、
欧
米
な
ど
先
進
国
が
受
け
た
打
撃
は
大
き
か
っ
た
。
新
興

国
・
途
上
国
へ
の
影
響
は
、
国
際
収
支
の
不
均
衡
の
度
合
い
、
つ
ま

り
資
本
流
出
へ
の
耐
久
力
に
も
左
右
さ
れ
た
。
Ｉ
Ｍ
Ｆ
が
「
世
界
経

済
見
通
し
」
で
カ
バ
ー
す
る
一
九
四
ヵ
国
・
地
域
の
う
ち
、
〇
九
年

の
成
長
率
が
マ
イ
ナ
ス
に
転
じ
た
国
は
九
一
ヵ
国
・
地
域
と
半
数
以

下
だ
っ
た
。

　

リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
に
比
べ
て
、
コ
ロ
ナ
危
機
の
影
響
が
及
ぶ

範
囲
は
よ
り
広
い
。
感
染
拡
大
抑
制
の
た
め
の
前
例
の
な
い
行
動
制

限
は
、
程
度
の
差
は
あ
っ
て
も
、
世
界
の
ほ
ぼ
全
域
で
実
施
さ
れ

た
か
ら
だ
。
Ｉ
Ｍ
Ｆ
は
二
〇
年
に
一
五
四
ヵ
国
・
地
域
が
マ
イ
ナ

ス
成
長
に
陥
る
と
予
測
す
る
。
ほ
と
ん
ど
の
国
で
落
ち
込
み
幅
は

二
〇
〇
九
年
を
超
え
る
だ
ろ
う
。

増
大
す
る
財
政
の
役
割

　

一
九
三
〇
年
代
の
大
恐
慌
以
降
で
最
悪
の
景
気
後
退
に
、
各
国
の

財
政
・
金
融
政
策
面
で
の
対
応
は
、
異
例
の
規
模
に
膨
ら
ん
で
い
る
。

財
政
面
で
は
、
医
療
体
制
の
拡
充
に
加
え
て
、
厳
し
い
行
動
制
限
で

数字が語る世界経済●
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打
撃
を
受
け
る
企
業
と
家
計
の
負
担
軽
減
や
雇
用
や
所
得
を
支
え
る

財
政
措
置
に
加
え
て
、
融
資
や
出
資
、
政
府
保
証
な
ど
の
大
規
模

な
流
動
性
支
援
の
枠
組
み
を
用
意
す
る
。
Ｉ
Ｍ
Ｆ
に
よ
れ
ば
世
界

の
財
政
出
動
の
規
模
は
四
月
八
日
時
点
で
す
で
に
八
兆
ド
ル
（
約

八
五
〇
兆
円
）
に
達
し
た
。

　

金
融
政
策
面
で
は
、
連
邦
準
備
理
事
会
（
Ｆ
Ｒ
Ｂ
）、
欧
州
中
央

銀
行
（
Ｅ
Ｃ
Ｂ
）
な
ど
主
要
中
央
銀
行
は
、
資
産
買
入
れ
の
規
模
の

拡
大
と
と
も
に
買
入
れ
対
象
も
拡
大
、
財
政
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
と
信
用

緩
和
の
様
相
を
強
め
る
。

　

政
府
の
役
割
は
、
感
染
拡
大
終
息
後
の
経
済
活
動
の
再
起
動
の
局

面
で
も
、
大
き
く
な
ら
ざ
る
を
得
な
い
。
コ
ロ
ナ
危
機
で
企
業
や
金

融
機
関
の
体
力
は
低
下
し
、
行
動
も
慎
重
化
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ

る
か
ら
だ
。

　

コ
ロ
ナ
危
機
以
前
の
世
界
経
済
の
成
長
は
、
所
得
格
差
の
拡
大
、

環
境
へ
の
負
荷
の
増
大
と
い
う
問
題
を
含
ん
で
い
た
。
米
中
関
係
は

緊
張
を
帯
び
、
欧
米
の
関
係
も
冷
え
込
ん
で
い
た
。

　

コ
ロ
ナ
危
機
後
の
経
済
再
起
動
の
た
め
の
財
政
支
出
に
お
い
て

は
、
環
境
に
や
さ
し
い
イ
ン
フ
ラ
投
資
や
、
デ
ジ
タ
ル
化
対
応
の
た

め
の
教
育
・
職
業
訓
練
の
拡
充
な
ど
、
持
続
可
能
な
未
来
に
道
筋
を

つ
け
る
賢
い
選
択
が
な
さ
れ
る
こ
と
を
期
待
し
た
い
。
国
際
的
な
協

調
、
と
り
わ
け
財
政
基
盤
が
脆
弱
な
新
興
国
・
途
上
国
へ
の
支
援
も

欠
か
せ
な
い
。
●

 

図　G20のコロナ危機対応の財政措置
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歳出入措置
融資、出資、保証

（出典）国際通貨基金「財政モニター」2020年4月
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